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連携テーマ 
・林業振興・環境部 
・商工労働部 
・公営企業局 

Step 0 Step 1 Step 2 Step 3 

・全国一の森林率 
・全国トップクラス 
    の日照時間 
・豊富な降水量 
・恵まれた風況 

県内に 
太陽光発電 

関連企業が存在 

【エネルギー自給の推進】 

【発電事業の推進】 
◆太陽光発電事業（メガソーラー）  

◆小水力発電（売電型）事業  

◆太陽光発電事業（住宅用及び事業所用）  

◆風力発電事業  

◆地域での小水力発電利用事業  
適地の調査・把握・提供 

強み 

 

課題      

 

新エネルギー地域コーディ
ネーターの発掘、育成 

支援策の検討・実施 

ものづくり 

・設備の導入コスト
が高い 

・木質バイオマスは、
燃料調達コストが
高い 

・県内の新エネル
ギー関連の人材と
技術的知見の蓄積
が必要 

・県内の新エネル
ギー関連の産業と
しての基盤がない 

・新エネルギー関
連産業への県内企
業の関わり方が不
明 

先進事例の情報収集 
・戦略 
・導入手法、支援メニュー 
・産学官の連携 
・人材、企業 

実証研究 

研究者 研究機関 

誘致 

研究者 研究機関 

誘致 

民間企業 
研究所 

県内資源の調査 （人材、技術、設備、適地） 
研究者 研究機関 

誘致 

民間企業 
研究所 

実証実験 

県外企業 
（工場） 

産学官の連携 

総合特区 

新エネ産業交流会 
・市場の把握 
・技術、動向の把握 
・県内企業の動向の把握 
・県内参画事業者の掘りおこし 

商品開発 
・アイデアの具体化 
・商品や技術の企画、設計 
・開発、改良 

購入促進支援 
・県内での広報 
・販路の開拓 
・公的調達 

全国展開 
・見本市、展示会 
・商談会 

◆木質バイオマス発電事業  

事業化の検討とモデル実施 
・事業スキームの検討 
・設備規模 
・資金調達 
・利害関係者との合意形成 
         etc 新

エ
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◇新エネ収益の地域への還元 
◇公共施設等での新エネ導入 
 のルール化 
◇一般家庭、民間事業所での 
 新エネ普及拡大 
◇エネルギー自給地域の拡大 

◆木質バイオマス熱エネルギー利用事業  

県
内
企
業
へ
の
波
及 
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◆新エネルギーに
よる発電量（推計） 
107百万kWh 
  → 407百万 kWh 
◆電力需要 

に対する率 
 2.3 ％ → 8.7 ％ 

事業化 

新エネを活用した事業アイ
デアの抽出（庁内各課への
照会・アンケート調査） 
＜活用の視点＞ 
・防災 
・中山間地域の活性化 
・地域産業の振興 など 

【政策目的に基づいた活用・展開】 
   ◆アイデアの事業化に向けた検討 
   ◆事業関係課、関係市町村との協議     ◆他地域での展開 ◆事業の実施 



太陽光発電の導入促進（大規模太陽光発電） 

 

◆採算性の確保 

 

◆太陽光発電関連企業の集積化 

 

◆未利用農地等の活用 

導入のための対策 

 

◆設備の導入コストが高く、売電事業だけでは採算性の確保が難しい 

 

◆発電所整備のためには、相当規模の用地が必要となる 

大規模太陽光発電導入の主な課題 

 

◆本県は全国トップクラスの日照時間 

 

◆1１kW以上の産業用等の設備 69件 2,473kW（四国１位） 

     ※出典：四国経済産業局発行「新エネアイランド四国平成23年版」 

 

◆四国電力の松山太陽光発電所（2,042kW）が稼働中 

（整備計画では、H32年度までに4,300kWを整備予定） 

 

◆県内には、太陽光発電関連企業が立地している 

 

◆現在、太陽光発電の買取単価や期間などを含めた再生可能エネル

ギーの全量買取制度が検討されている 

現状 

具体的な対応策 

農地法等の規制緩和に向けた提

言 

事業化の検討・課題解決支援 

全量買取制度の活用 

 

【地域のメリット】 

・固定資産税 

・建設時雇用 

・保守管理業務への雇用 

 

【個人のメリット】 

・売電収入 

・環境貢献 

導入のメリット 

関連産業の集積化 

メガソーラー事業 

別図（新エネ１） 

太陽光発電の導入促進 （小規模太陽光発電） 別図（新エネ２）
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◆初期費用の負担が大きい 
 

◆小規模の住宅用は、個人レベルでの環境価値の活用が難しい 

小規模太陽光発電導入の主な課題 

 

◆初期費用の軽減化 

 ・導入時の支援（補助事業） 

 ・レンタル方式等での普及拡大 
 

◆環境価値の活用 

導入のための対策 

国：住宅用太陽光発

電設備への補助 

 

県：県産木材使用住

宅の太陽光発電設備

への補助 

 

市町村：住宅用太陽

光発電設備への補助 

（H22年度７市町） 

初期費用の軽減 

太陽光発電の導入促進 （小規模太陽光発電） 

 

 

具体的な対応策 

住宅用太陽光発電 

設備導入時の支援 

レンタル方式等による導入の促進 

  → 環境価値の活用を検討 

 

◆住宅用太陽光発電は、国の補助金の再開や発電電力の

買取価格の充実により県内でも増加している 

 ・平成21年度末 3,475件 導入率1.55% 

  （全国平均 1.88％ 四国平均 2.06%） 

   ※出典：四国経済産業局発行「新エネアイランド四国平成23年版」 

 

◆1１kW以上の設備 ６９件（四国１位） 

現状 

 

【個人のメリット】 

・初期費用の軽減 

・環境貢献 

 

【地域のメリット】 

・施工及び保守管理 

 

【事業者のメリット】 

・レンタル料、売電収入 

・環境貢献 

導入のメリット 

別図（新エネ２） 

小水力発電の導入促進 
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小水力発電の導入促進 

 

◆採算性の確保 

 ・県内適地での事業化可能性の研究 

 ・環境価値の活用 

◆県内市町村への技術的支援 

◆河川法の規制緩和に向けた提言 

導入のための対策 

 

◆採算の合う適地の選定が難しい 

◆小規模の水車発電機は汎用装置が少なく、それぞれの導入地

の条件にあわせた設計が必要 

◆建設単価が高い 

◆水利権等の法的手続きが複雑 

小水力発電導入の主な課題 
 

◆RPS法（※）認定の県内の既存施設 

 ・電気事業者 5箇所（合計 2,346kW） 

 ・大川村 60kW  ・梼原町 53kW 

 その他、県内では小規模な設備の活用実績がある 

 （香美市、馬路村） 
 

◆小水力発電関連機器の開発に関心を持っている県内企業があ

る 
 

◆国土交通省により、水利権の手続きなどを説明した「水力発

電を行うための水利使用許可申請ガイドブック」が作成される

など、国をあげて普及につとめている 
 

◆現在、小水力発電の買取価格や買取期間などを含めた再生可

能エネルギーの全量買取制度が検討されている 

現状 

具体的な対応策 

河川法における水利権等事務手続きの簡素化の提言 

県内市町村での小水力発電導入に向けた技術支援 

物部川流域での小水力発電導入に向けた先行調査 

県内企業による水車発電機開発への支援 

 

【地域・個人のメリット】 

・未利用資源の有効活用 

・エネルギーの地産地消 

・コミュニティの再生 

 

○県内企業の関連産業への参入 

 →県外市場への参入拡大 

導入のメリット 

小水力発電 

先行プロジェクト 

小水力発電 

市町村支援事業 

 

◆県内企業による水車発電機

開発への支援 

機器開発のための対策 

※電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（Renewables Portfolio Standardの略） 

 電気事業者に対して、毎年度、販売電力量に応じて一定割合以上の新エネルギーから発電される電気の利用を

義務付けるもの 
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具体的な対応策 

風力発電の導入促進 

 

◆５事業者により、７箇所、４０基、36,450kWによる発電事業が行

われている（うち、公営のものは県公営企業局3箇所５基2,950kW、

梼原町1箇所2基1,200kW） 
 

◆電力会社の既存電力系統の安定化のため買取（系統連系）枠が設けら

れており、現在のところ新規の大規模な導入は行えない 
 

◆風の強さを示した風況マップ（NEDO）によれば、県内に適地（風

速6m/s以上）がある 

 

◆現在、風力発電の買取単価や期間などを含めた再生可能エネルギーの

全量買取制度が検討されている 

 

◆県内企業が小型風力用の発電機器を製造・販売している 

 

◆小規模から100kWまでの中型の機器を製造する国内の企業は少ない 

現状 

 

【地域のメリット】 

・固定資産税 

・建設時の雇用 

・保守管理業務の雇用 

 

【事業者のメリット】 

・売電収益 

・地域貢献 

・環境貢献 

 （グリーン電力) 

導入時のメリット 

 

◆地元への波及効果の拡大 

◆環境価値の活用 

◆県内企業による機器の保守や修理等の参画支援 
 

導入のための対策 

 

◆県外資本により建設された場合、地元で資金が還流しない 
 

◆小規模の場合は、採算性の確保が難しい 
 

◆発電機器の開発には、部品などの製造コストに加え、製品試験などの経費負担が大

きい 

風力発電導入の主な課題 

保守管理や修理に関し、事業主体と県内企

業とのマッチング 

市町村による出資や一部単独運営などに向

けた検討 

 

 

 

◆県内企業による発電機器開

発への支援 

 

 

 

 

機器開発のための対策 

産業振興センターの支援事業（地域研究成

果事業化支援事業）による開発支援 

別図（新エネ４） 



木質バイオマスエネルギーの導入促進 

高知県産業業振興計画 
【木質バイオマス利用の拡大】 

地産地消の推進 

地産外商による販
路拡大 

販売力の強化 

増産も含めた木質バイオマス発生量 
林地残材21万6千トン ＋ 端材等16万4千トン 

これら森林資源を余すことなく活用 

木材本来 
の用途 

加工・流通基盤の強化 
20.6万m3 

     →30万m3 
          →35.5万m3 

原木の増産 
42万m3 

   →62万m3 
       →65万m3 

木質バイオマス利用の拡大 

 外的要因による価格変動に左右されることなく、化
石燃料より安価で安定した価格と供給の仕組みをつ
くることで、地域の豊かな森林資源を有効に活用した
取り組みを推進する。 

３，今後の利用拡大に向けた取り組みの方向性（課題への対応） 
 

 ア、効率的な事業展開 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆持続可能な地域循環システムの仕組みの検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

灰の共同処理システム 

木質燃料の共同配送シス
テム 

地域協議会 

◆集約型地域熱利用の可能性を調査 

福祉施設 

大型の温湯式ボ
イラーによる熱

供給 

宿泊施設 

文化・教育
施設 

ウ、総合カスケード利用に向けた新たな展開 
 

   ◆多様な用途への対応を考慮した総合カスケード利用の検討と供給体制の整備 
 

チップ利用 

おが粉利用 

木質ペレット利用 

まずは建築材料等として利用 

原木の収集 
○森の工場の推進 
○自伐林家等の収集 
  シス テム 
   の構築 

２，林業・木材産業の再生の中での木質バイオマスの基本的考え方 

１，これまでの取組みにより着実に前進 

「木質バイオマスボイラー導入状況」 
   基金事業を活用し、３年間で木質バイ
オマスボイラーが大幅（１１８台増）に
増加 【 (H23年度末見込み】 
  ◆合計台数  １３９台 
  ◆分野別の割合 
    ・園芸施設                １１３台（８１％） 
     ・冷暖房施設                  ８台（ ６％） 
     ・温泉施設                    ７台（ ５％） 
     ・その他（養鰻施設等）   １１台（ ８％） 

  「木質バイオマス燃料の県内供給状況」 

 ◆ペレット製造施設 

    ６個所（生産可能能力６，５００ｔ） 
 ◆燃料用チップ製造施設 

    ２個所 

  「石炭との混焼による木質バイオマス発 
     電の取り組み状況」 
 ◆住友大阪セメント(株)須崎工場で実施 
   ・平成２１年度実施量 約２万３千トン 

【主な用途】 
《エネルギー利用》 
○ボイラー用等燃料 
  温泉施設や園芸施設、公的な施設など比較的大型 のボイラーに対応（広い設置スーペスが必要・機器 
   が高い） 
《マテリアル利用》 
○製紙用原料  ○ボード  ○ガーデニング   など 

【主な用途】 
《エネルギー利用》 
○ボイラー等燃料用 
   温泉施設や園芸施設、公的な施設など比較的大型から中型の施設に対応（少し広めの設置スーペスが 
 必要・機器が高い） 
《マテリアル利用》 
○家畜敷料    ○オガ炭   ○菌床原料  ○堆肥原料    ○ペット用品    など 

【主な用途】 
《エネルギー利用》 
○ボイラー等燃料用 
   温泉施設や園芸施設、公的な施設や家庭用ストーブなど小型の機器に対応（設置スーペスは少なくて良 
 い） 
《マテリアル利用》 
○ペット用品    ○園芸用マルチング材     など 

高知県の人工林 
◇民有林面積 29万9千ha 
  蓄積    1億2,631万m3 
◇国有林面積  9万ha 
  蓄積    1,998万m3 
◇年間成長量 305万2千m3 

○林業での雇用 

  の確保・安定 

○県内機械産業 

  との連携 

 ○森林環境の保全 

 ○資金の県内循環 

 森林資源を
活かす仕組
みづくり 

木質バイオマス利用の拡大に向けた課題 
◇木質燃料    ◇燃焼灰    ◇機器の導入 
・安定した価格  ・回収コスト  ・導入コスト 
・安定供給    ・処理コスト 
・配送コスト 

具体的取り組み 

木質燃料等の
安定供給 

木質バイオマ
ス発電 

施設園芸等の
熱利用 

イ、木質バイオマス発電 
 

  ◆木質バイオマス発電の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｈ２２ 
  →Ｈ２7 
     →Ｈ33 

売電及び熱利用の併用等 

木質バイオマス利用拡大に向けた目標値 
 H21年度実績 22万7千トン → H27年度 34万トン   →  H33年度 38万トン 

別図（新エネ５） 



先進的技術を導入した「こうち新施設園芸システム」開発事業 

○高軒高ハウス 
  ◆研究課題 

  ・ナス・ピーマンの促成栽培に適した品種の特性の解明（平成24～25年度） 
  ・環境制御による促成パプリカの多収生産技術の開発（平成24～26年度） 
  ・ミョウガ養液栽培における給液管理技術と炭酸ガス施用による増収技術の確立（平成23～25年度） 
  ・ミョウガ栽培におけるＬＥＤ電球を用いた電照・補光技術の検討（平成24～25年度） 
 
○既存ハウス 
  ◆研究課題 

  ・主要施設野菜における炭酸ガス施用効果の検証（平成23～24年度） 
  ・環境制御による促成パプリカの多収生産技術の開発（平成24～26年度） 
  ・化石燃料使用量とＣＯ２排出量削減のためのヒートポンプ利用技術の開発（平成23～25年度） 
  ・ヒートポンプエアコンを利用したオリエンタル系ユリの高品質生産技術の開発（平成22～24年度） 
  ・ＬＥＤ照明を利用したトルコギキョウの高品質安定生産技術の開発（平成23～25年度） 
 

 
こうち新施設園芸システム研究会 

 

設立の目的：システム開発への取り組みへの支援、開発目標 
        の共有化、研究計画や成果の検討 
研究会構成員 

 高知県：環境農業推進課、産地・流通支援課、農業技術セン 
       ター、工業技術センター、農業振興センター 
 大  学：高知大学、高知工科大学 
 農業団体等：JA高知中央会、全農高知県本部、園芸連、 
        生産者代表、 
 民間企業（施設園芸関係）等 

産官学連携体制の整備 

○高軒高ハウス 
 ・ハイワイヤー栽培による収量増 
 ・ヒートポンプによる温度調整技術 
 ・高軒高用品種の育成（ナス・ピーマン） 
 
○既存ハウス 
 ・温湿度制御技術の確立 ・炭酸ガス施用による増収 
 ・日射比例かん水装置の活用 ・局所加温技術の開発 
 ・ＬＥＤ照明の利用 

今後の方向 

 
① 既存型ハウスでの収量３０％増（ピーマン） 
② 高軒高ハウスでの収量５０％増（パプリカ） 
③ 暖房コスト２０％削減 

④ ＣＯ2排出量５０％以上削減           

平成26年度までの達成目標 

高軒高ハウスへの 
技術展開 

 
○促成ピーマンにおいてヒートポンプ（エコキュート）利用による局所加温の効果を確認 
  した。 
 
○ヒートポンプエアコン（冷房機能）の高温期夜冷によりオリエンタル系ユリの高品質化 
  が可能であることを確認した。 
 
○ピーマンシシトウで炭酸ガス施用による増収効果を確認した。 
 
○ＬＥＤ照明利用による光質の差がトルコギキョウの生育に影響を与えることを確認した。 

これまでの取り組み成果 

平成24年度の研究内容 

オランダ型施設栽培システムの理論を導入した「こうち型新施設園芸システム」の開発 

現場へ
の普及 

別図（新エネ６） 


